
 

 

答申第７０号 

答 申 

１ 審査会の結論 

平成２９年２月６日付けで審査請求人が津市長（以下「実施機関」という。） 

に対して行った公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）につき、

実施機関が同年３月１日付けで行った公文書部分開示決定は、妥当である。 

２ 審査請求に至る経緯及び趣旨 

 ⑴ 審査請求人は、津市情報公開条例（平成１８年津市条例第２２号。以下

「条例」という。）第６条第１項の規定により、実施機関に対し、平成

２９年２月６日付けで次のとおり開示請求を行った。 

   平成２７年度津市の生活保護で不正受給をした受給者氏名、生年月日、

住所、内容、返還の有・無、津市としての対応のわかる文書 

⑵ 実施機関は、平成２９年２月１０日付けで本件開示請求係る補正依頼を

次のとおり行った。 

  「平成２７年度津市の生活保護で不正受給をした受給者氏名、生年月日、

住所、内容、返還の有・無、津市としての対応のわかる文書」とあります

が、「不正受給をした」とは、「生活保護法第７８条に基づく費用徴収決

定を受けた」と理解してよろしいか。 

 ⑶ 審査請求人は、平成２９年２月２１日付けで、補正依頼に対する回答を

次のとおり行った。 

   相違ありません。 

⑷ 実施機関は、本件開示請求に対応する公文書として、次のもの（以下

「本件公文書」という。）を特定した。 

  平成２７年度債権管理台帳（７８条徴収金） 

  保護台帳 

 ⑸ 実施機関は、本件公文書について、公文書の一部を開示しない理由を次

のとおり記載し、平成２９年３月１日付けで公文書部分開示決定（以下

「本件処分」という。）を行った。 

   受給者氏名、ケース番号及び保護台帳は、条例第７条第２号（個人情報） 

  に該当するため 

 ⑹ 審査請求人は、平成２９年４月６日付け（消印の日付）で、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、本件処分の取消しを求め



 

 

る審査請求を行った。 

３ 審査請求の理由 

 津市長前葉泰幸の裁量の範囲を逸脱し、生活保護費不正受給者を増加させ

た責任があり、辞任すべきであり、部分公開は許されないので、全部開示に

すべきである。 

４ 実施機関の不開示理由説明 

 平成２７年度債権管理台帳（７８条徴収金）のうち、受給者氏名及びケー

ス番号については、条例第７条第２号に該当する個人情報であるため不開示

とした。 

 また、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第７８条に基づく費用徴

収決定を受けた経過などを記録した保護台帳については、条例第７条第２号

に該当する個人情報であるため、その全部を不開示とした。 

５ 審査会の判断 

  本件審査請求において、審査請求人及び実施機関は、本件処分の妥当性に

について争っている。 

  当審査会は、本件処分の妥当性について次のとおり検討した。 

 ⑴ 平成２７年度債権管理台帳（７８条徴収金）に係る条例第７条第２号の

該当性について 

   条例第７条第２号は、個人のプライバシーを最大限に保護するため、特

定の個人が識別され得るもの又は特定の個人を識別することはできないが、

公にすることにより、なお個人の権利利益を害すると認められる情報、い

わゆる個人情報を不開示情報としたものである。 

   平成２７年度債権管理台帳（７８条徴収金）は、生活保護法第７８条に

基づく費用徴収決定を受けた者の一覧表であり、その記載事項は、世帯主

氏名、種別、ケース番号、地区、整理番号、返還決定日、返還決定総額、

納付済額及び残額の９項目である。このうち、実施機関が不開示とした箇

所は氏名及びケース番号であるが、当該番号は生活保護受給者と一意に紐

づけられた番号であり、個人が特定され得る情報である。したがって、世

帯主氏名及びケース番号は、条例第７条第２号に規定する個人情報に該当

すると認められる。 

 ⑵ 保護台帳に係る条例第７条第２号の該当性について 

   保護台帳は、生活保護受給者に係る詳細な情報を記載した個票であり、

その記載内容は、作成日、地区名、ケース番号、開始日、廃止日、住所、



 

 

世帯主氏名、本籍地、筆頭者、保護開始理由（主文）、世帯の情報（氏名、

続柄、性別、生年月日、学歴、健康状態、職業・学年及び備考、生活保持

義務関係人不在者の情報（氏名、続柄、性別、年齢、不在時期、所在地及

び不在原因等）、住居の状況、居住地の状況、備考（移動・変更日等）及

びケース記録内容である。当該台帳は、作成日及び地区名を除き、全て条

例第７条第２号に規定する個人情報に該当すると認められるが、作成日及

び地区名のみを開示したとしても、本件開示請求により求められている情

報は何ら存在していないことから、条例第８条第１項に規定する部分開示

を適用せず、その全部を不開示とするのが適当である。 

  よって、「１ 審査会の結論」のとおり答申する。 

６ 審査の処理経過 

本諮問案件に係る審査の処理経過は、次のとおりである。 

年  月  日 処 理 内 容 

平成２９年 ４月１０日 諮問書の受付（郵送による） 

平成２９年 ７月１３日 諮問案件の審議及び実施機関からの口頭意

見陳述 

平成２９年 ９月１５日 答申 
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